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療養費の全額 療養（補償）給付 

療養のため 
休業する場合 

休業4日目から休業1日につき休業
給付基礎日額の60％ 休業（補償）給付 

傷病（補償）年金 療養開始後1年6か月経過しても
治らずその傷病が重い場合：年金
給付基礎日額の313日分（1級）～
245日分（3級）の年金 

保険給付等 

業務災害、通勤災 
害に対する給付、 
特別支給金等 

適　用 
労働者を使用する 
すべての事業 

財　源 

労災保険 

社会復帰促進等事業 

適用事業場数 
約264万事業場 

常時又は随時介護を 
要する場合  

１月当たり、常時介護は104,960円、
随時介護は52,480円を上限 介護（補償）給付 

二次健康診断等給付 
脳・心臓疾患に 
関連する異常所見 

脳血管及び心臓の状態を把握す
るための二次健康診断及び医師
等による特定保健指導 

社会復帰促進事業 （義肢等の支給、アフターケアの実施等） 

（19年度末） 

被災労働者等援護事業 （労災就学等援護費の支給等） 

安全衛生確保等事業 （労働災害防止対策の実施等） 

特別加入 

遺族数に応じ年金給付基礎日額
の153日分～245日分の年金 遺族（補償）年金 

被災労働者が 
死亡した場合 

遺族補償年金受給資格者がいない
場合、その他の遺族に対し給付基礎
日額の1,000日分の一時金 

遺族（補償）一時金 

葬祭料（葬祭給付） 315,000円＋給付基礎日額の30
日分（最低保障額は給付基礎日額
の60日分） 

年金給付基礎日額の313日分（１級）
～131日分（７級）の年金 障害（補償）年金 

障害が残った場合 
その程度に応じ 給付基礎日額の503日分（８級）～

56日分（14級）の一時金 障害（補償）一時金 

＋特別支給金 
　〇休業特別 
　　支給金 
　〇特別一時金 
　〇特別年金 

保険料収入 
8,971億円 （21年度予算額） 

新規受給者数 
607,348人 （19年度） 

年金受給者数 
223,735人 （19年度末） 

適用労働者数 
約5,131万人 （19年度末） 

         
保険料（賃金総額×保険料率）        
保険料率 
　事業の種類により 
 
 
　全額事業主負担（一部国庫補助） 

3 
1,000

103 
1,000～ 

（注）1．給付基礎日額とは、原則として被災前直前3か
月間の賃金総額をその期間の暦日数で除した額
（最低保障額4,060円）である。 

　　2．年金給付及び長期（1年6か月経過）療養者の休
業補償給付に係る給付基礎日額については、年
齢階層ごとに最低・最高限度額が設定されてい
る。 

　　3．個々の事業の労災保険の収支に応じて、保険率
（保険料の額）を増減させるメリット制あり（継
続事業及び有期事業（一括有期事業を含む）で
ある建設の事業　±40％、有期事業（一括有期
事業を含む）である立木の伐採の事業　±35％ 

中小事業主等、一人親方等 
特定作業従事者、海外派遣者 

（平成21年4月1日改定） 

労働者災害補償保険制度の概要 概　　要

労働者災害補償保険制度
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（単位：億円）労災保険の財政状況 

（注）1　平成18年度以前は「労働福祉事業費」である。 
　　  2　労災保険の積立金は、労災年金受給者への将来の年金給付費用に充てる原資である。 
　　  3　計数はそれぞれ四捨五入によっているので、端数においては合計と一致していないものがある。 
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19年度 
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1,205 
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18年度 
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17年度 14年度 15年度 

①収入  

　うち保険料収納額  

　うち利子収入  

②支出  

　うち保険給付費 

　うち特別支給金  

　うち社会復帰促進等事業費（注1）  

決算上の収支（①－②） 

積立金累計額 

区　分 

詳細データ




